
消費者教育推進の取組について

平成２７年６月２７日

消費者庁消費者教育・地方協力課長

植 田 広 信

消費者問題シンポジウムin京都

・消費者事故に関する情報の集約、分析、発信（生命身体分野）
・消費者安全法に係る「すき間事案」（生命・身体事案）の執行
・消費生活用製品安全法に基づく重大製品事故報告
・食品安全基本法（基本方針の策定、リスクコミュニケーション）
・消費者安全調査委員会（８条機関）の運営サポート

消費者安全課（41）
（事故調査室（16））

課名（定員） 業務

消費者政策課（44）
（財産被害対策室（14））

・基本的な政策等の企画、立案、推進（消費者基本計画等）
・国際関係業務 ・関係府省庁との政策調整
・消費者事故に関する情報の集約、分析、発信（財産分野）
・消費者安全法に係る「すき間事案」（財産事案）の執行

総務課（29）
（広報室（５））

・総務、人事、予算・会計、機構・定員 ・法令審査、国会連絡
・情報システム、政策評価、広報・報道対応

消費者制度課（22）
・消費者契約法等を所管、適格消費者団体の認定・監督
・被害者救済法制の整備 ・公益通報者保護法、個人情報保護法を所管

消費者教育・地方協力課

（28）

・消費者教育 ・消費者に対する普及啓発
・地方消費者行政に関する政策の企画・立案、推進

・国民生活センターの監督

消費者調査課

（17）
・消費生活動向に関する調査 ・消費者白書 ・事業者に対する情報提供

・物価関係業務（公共料金、国民生活安定緊急措置法等）

取引対策課（27）
・特定商取引法、特定電子メール法、預託法を所管
・業法（宅建業法、旅行業法、割販法、貸金業法）を所管

表示対策課（54）
（食品表示対策室（９））

・景品表示法、家庭用品品質表示法、住宅品確法、
消費税転嫁対策特別措置法を所管

・ＪＡＳ法、食品衛生法、健康増進法、米トレサ法の執行

食品表示企画課（32） ・ＪＡＳ法、食品衛生法、健康増進法、米トレサ法の企画・立案

内 閣 総 理 大 臣

内閣府特命担当大臣（消費者）

内 閣 府 副 大 臣

内 閣 府 大 臣 政 務 官

消
費
者
庁

消費者庁長官

次 長

審議官（４）

参 事 官

定員 301名

消費者安全調査委員会
（委員長：畑村洋太郎）

審議会等

消費者教育推進会議
（会長：野村豊弘）

※定員は平成26年度末、
機構は平成26年7月１日時点

上記のほか、個人情報保護推進室（個人情報の保護に関する基本方針の策定等）、食品と放射能
に関する消費者理解増進チーム（風評被害の防止）等を設置

消費者庁の組織
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「消費者基本法改正」 平成16年6月2日施行

「消費者教育の推進に関する法律」 平成24年12月13日施行

消費者庁に「消費者教育推進会議」設置 平成25年3月6日第1回会議

委員相互の情報交換 「基本方針」作成・変更に意見

「消費者教育の推進に関する基本方針」 平成25年6月28日閣議決定

〈３つの小委員会を設置して検討〉

消費者市民育成小委員会、情報利用促進小委員会、地域連携推進小委員会

「消費者教育推進会議取りまとめ」 平成27年3月5日公表

消費者教育推進のこれまでの取組
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消費者教育の推進体制のイメージ
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北海道

青森

秋田 岩手

山形 宮城

新潟 福島

富山 群馬 栃木

石川 長野 埼玉 茨城

福井 岐阜 山梨 東京 千葉

島根 鳥取 兵庫 京都 滋賀 愛知 静岡 神奈川

山口 広島 岡山 大阪 奈良 三重

福岡 和歌山

長崎 佐賀 大分 愛媛 香川

熊本 宮崎 高知 徳島

鹿児島

沖縄

都道府県 策定年月日
北海道 平成27年3月31日
青森県 －
岩手県 平成27年3月27日
宮城県 －
秋田県 平成27年3月20日
山形県 平成26年3月18日
福島県 平成26年12月25日
茨城県 平成26年3月20日
栃木県 －
群馬県 平成26年3月28日
埼玉県 －
千葉県 －
東京都 平成25年8月20日

神奈川県 平成27年3月31日
新潟県 －
富山県 平成26年12月15日
石川県 平成27年3月16日
福井県 －
山梨県 平成26年3月25日
長野県 平成26年6月13日
岐阜県 平成26年3月7日
静岡県 平成26年3月4日
愛知県 平成27年3月24日
三重県 －

徳島県 平成26年3月19日
香川県 －
愛媛県 平成26年9月26日
高知県 －
福岡県 平成26年6月18日
佐賀県 －
長崎県 －
熊本県 平成27年2月17日
大分県 －
宮崎県 －

鹿児島県 －

沖縄県 平成27年3月30日

滋賀県 －
京都府 平成26年3月11日
大阪府 平成27年3月26日
兵庫県 平成27年3月19日
奈良県 －

和歌山県 平成27年3月2日
鳥取県 －
島根県 －
岡山県 平成26年3月18日
広島県 平成27年3月27日
山口県 －

政令指定
都市

策定年月日

札幌市 平成27年3月5日
仙台市 －

さいたま市 －
千葉市 －
川崎市 －
横浜市 －

相模原市 －
新潟市 －
静岡市 －
浜松市 －

名古屋市 －
京都市 平成27年3月20日
大阪市 -
堺市 －

神戸市 平成25年12月16日
岡山市 －
広島市 －

北九州市 －
福岡市 －
熊本市 －

２７都府県３政令市

※平成27年６月11日現在 5

消費者教育の推進：消費者教育推進計画の策定（全都道府県・政令市）

北海道

青森

秋田 岩手

山形 宮城

新潟 福島

富山 群馬 栃木

石川 長野 埼玉 茨城

福井 岐阜 山梨 東京 千葉

島根 鳥取 兵庫 京都 滋賀 愛知 静岡 神奈川

山口 広島 岡山 大阪 奈良 三重

福岡 和歌山

長崎 佐賀 大分 愛媛 香川

熊本 宮崎 高知 徳島

鹿児島

沖縄

都道府県 第１回開催年月日
北海道 平成26年6月11日
青森県 －
岩手県 平成26年4月21日
宮城県 平成26年7月24日
秋田県 －
山形県 平成25年9月13日
福島県 平成26年2月4日
茨城県 平成25年9月13日
栃木県 －
群馬県 －
埼玉県 －
千葉県 平成26年7月15日
東京都 平成25年6月21日

神奈川県 平成26年9月3日
新潟県 平成27年3月24日
富山県 平成25年11月15日
石川県 平成26年3月13日
福井県 －
山梨県 平成25年10月31日
長野県 平成25年9月2日
岐阜県 平成25年7月23日
静岡県 －
愛知県 －
三重県 平成26年2月25日

滋賀県 －

京都府 平成25年7月19日

大阪府 －

兵庫県 平成26年11月26日

奈良県 －

和歌山県 －

鳥取県 平成26年9月1日

島根県 平成26年9月3日

岡山県 平成25年7月4日

広島県 平成26年3月18日

山口県 平成25年9月1日

徳島県 平成25年11月5日
香川県 －

愛媛県 平成25年10月30日

高知県 平成26年7月25日
福岡県 平成26年1月23日
佐賀県 －
長崎県 －
熊本県 平成25年12月2日
大分県 平成26年11月19日
宮崎県 平成26年11月5日

鹿児島県 平成26年7月28日
沖縄県 平成26年12月5日

政令指定
都市

第１回開催年月日

札幌市 平成25年12月10日
仙台市 －

さいたま市 －
千葉市 平成26年7月2日
川崎市 －
横浜市 平成27年2月2日

相模原市 －
新潟市 －
静岡市 平成25年7月8日
浜松市 平成26年10月29日

名古屋市 －
京都市 平成26年5月30日
大阪市 -
堺市 －

神戸市 平成25年8月29日
岡山市 －
広島市 －

北九州市 －
福岡市 －
熊本市 －

３２都道府県７政令市

※平成27年6月11日現在 6

消費者教育の推進：消費者教育推進地域協議会の設置（全都道府県・政令市）
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消費者教育の定義

�消費者の自立を支援するために行われる消費生活に関する教育（消費者
が主体的に消費者市民社会の形成に参画することの重要性について理解
及び関心を深めるための教育を含む）及びこれに準ずる啓発活動

消費者市民社会の定義

�消費者が、
個々の消費者の特性及び消費生活の多様性を相互尊重しつつ、
自らの消費生活に関する行動が将来にわたって内外の社会経済情勢及び地球環
境に影響を及ぼし得ることを自覚して、
公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に参画する社会

消費者が自らの利益の擁護・増進
のため、自主的・合理的に行動でき
るよう自立支援

消費者・事業者間の情報の
質・量、交渉力の格差等に
起因する消費者被害の防止

消費者教育推進の重要性

「消費者教育の推進に関する法律」（H24.12.13施行）

消費者教育の推進に関する法律

7

【これまでの消費者教育】
消費者一人一人が、正しく、適切な情報を基に、自分自身のために合理的選択
を実践し、被害に遭わない、豊かな生活を送ることを基本とする、自立支援のた
めの教育

【推進法で視野の広がった消費者教育】

・個人として自立しているだけでなく、消費者が社会の一員として行動することも
「消費者の自立」の要素

・消費者一人一人が、「自分は被害に遭わない、自分は大丈夫」と考えるだけで
なく、「消費生活に関する問題は、自分だけでなく社会の問題」と理解し実践して
いくこと

消費者教育推進法
（平成24年12月施行）

取りまとめの概要： （１）推進法の意義と消費者教育の理念の整理
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